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1 業績

(1) 平成14年6月期第1四半期の業績(平成13年7月1日～平成13年9月30日)

単位:百万円

注) 平成13年6月期第1四半期及び平成14年6月期第1四半期は、東京証券取引所の「上場有価証券の発

行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱別添：四半期財務諸表に対する意見表明に係る
基準」に基づく会計監査人の手続きを実施しております。

(2) 部門別売上高

当社はIPﾈｯﾄﾜｰｸ事業のみを営んでおりますので、部門別売上高は省略しております。

11,252

株 主 資 本 11,453 10,910 △ 4.7 11,080

総 資 産 11,545 11,087 △ 4.0

△ 300

当 期 純 利 益 △ 59 △ 182 - △ 432

経 常 利 益 △ 58 △ 107 -

1,055

営 業 利 益 △ 39 △ 96 - △ 274

売 上 高 234 267 14.0

平成13年11月14日

平成14年6月期第1四半期業績状況
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２． 業績の概況 

l 第1 四半期の業績の概況(平成1 3 年7 月1 日～平成1 3 年9 月3 0 日)  

当四半期におけるわが国の経済は、民間の自律的な経済活動主導による景気回復を目指してお

りますが、景気の後退基調が継続しているのが現状であります。 

当社にとっても、今なお厳しいマクロ経済環境が継続しております中で、インターネット利用

者の世帯普及率が約40％を超え、CATVやNTT東西のフレッツADSL、Yahoo!BBに代表される

ブロードバンド・インターネットサービスの利用者が160万人に達するなど、ブロードバンド市

場が立ち上がってきています。また、インターネットを基本とした産業基盤の再構築と北米中心

からアジアへの拡大基調が当四半期も継続していると考えます。 

厳しい経済状況と変化する世界情勢を背景に、インターネットを基軸とする通信と放送の枠組

みが変化し、特にブロードバンドに関連した情報通信産業の着実な歩みが始まったといえます。 

こうした環境の中で、当社の主力事業であるインターネット運用技術支援事業においては、日

本インターネットエクスチェンジ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、およびデータ

センター事業の合弁会社であるグローバルセンター・ジャパン株式会社からの受注が継続しまし

た。また、当四半期からはブロードバンドアクセスキャリアへの技術支援事業が拡大し、新たに

株式会社ブロードバンド・エクスチェンジや株式会社有線ブロードネットワークス、株式会社ユ

ーズコミュニケーションズへの技術支援事業を開始しました。さらに、IPv6と高解像度映像の

超高速伝送実験に関わる官公庁プロジェクトの準備を行いました。 

以上の結果、業績(単体)は、売上高267百万円、経常損失107百万円、当期純損失182百万円と

なりました。 

３． 当期の見通し（平成1 3 年7 月1 日～平成1 4 年6 月3 0 日） 

インターネット運用技術支援事業については、従来からの顧客に加えて、ブロードバンドキャ

リア各社と株式会社ブロードバンド・エクスチェンジへの技術支援事業が加わり、順調に拡大す

る見通しです。 

官公庁向けでは、総務省管轄下でのIPv6を核としたE-ジャパン構想に対応したプロジェクトが

進行しており、関連受注は前年度を大きく上回る見込みです。 

売上は順調に拡大する見込の一方、コスト削減に努め、経常赤字は縮小する見通しであります。 
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四半期貸借対照表
単位:千円

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ

1 638,887 3,104,963 2,057,950

2 246,460 197,772 242,783

3 302,039 4,801,262 301,984

4 48,712 26,068 39,501

1,236,100 11.1 8,130,067 70.4 2,642,219 23.5

Ⅱ

1 ※ 1 76,282 0.7 44,509 0.4 72,144 0.6

2 8,203 0.1 30,643 0.3 8,554 0.1

3

投 資 有 価 証 券 2,382,661 1,017,491 2,368,337

関 係 会 社 株 式 6,207,912 1,096,600 4,953,562

出 資 金 ※ 2 1,026,273 1,077,157 1,041,201

繰 延 税 金 資 産 － 36,568 －

そ の 他 150,007 111,391 166,318

9,766,853 88.1 3,339,208 28.9 8,529,419 75.8

9,851,339 88.9 3,414,362 29.6 8,610,118 76.5

Ⅲ － － 724 0.0 － －

11,087,439 100.0 11,545,154 100.0 11,252,338 100.0

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

繰 延 資 産

資 産 合 計

(5)

(4)

(2)

(3)

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

(1)

有 形 固 定 資 産

そ の 他

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

営 業 未 収 金

有 価 証 券

（　資　産　の　部　)

流 動 資 産

第5期　第1四半期末

（平成 12年 9月 30日現在）

科　　目

　　　　　　　　期　　別 前事業年度の要約貸借対照表

（平成 13年 6月 30日現在）

第6期　第1四半期末

（平成 13年 9月 30日現在）
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単位:千円

 金額 構成比  金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債

1 営 業 未 払 金                    67,010                    15,099 49,450

2 そ の 他                  100,527                    76,927 122,417

流 動 負 債 合 計                  167,538 1.5                    92,026 0.8 171,867 1.5

Ⅱ 固 定 負 債                      9,260 － －

固 定 負 債 合 計                      9,260 0.1 － －

負 債 合 計                  176,799 1.6                    92,026 0.8 171,867 1.5

Ⅰ 資 本 金               2,050,000 18.5               2,050,000 17.8 2,050,000 18.2

Ⅱ 資 本 準 備 金               9,421,000 85.0               9,421,000 81.6 9,421,000 83.7

Ⅲ そ の 他 の 欠 損 金

未 処 理 損 失 573,121 17,872 390,529

そ の 他 の 欠 損 金 合 計 573,121 5.2 17,872 0.2 390,529 3.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 12,762 0.1 － －

資 本 合 計             10,910,640 98.4             11,453,127 99.2 11,080,470 98.5

負 債 ・ 資 本 合 計             11,087,439 100.0             11,545,154 100.0 11,252,338 100.0

（　資　本　の　部　）

（　負　債　の　部　)

第5期　第1四半期末

（平成 12年 9月 30日現在）

科　　目

前事業年度の要約貸借対照表

（平成 13年 6月 30日現在）

期　　別 第6期　第1四半期末

（平成 13年 9月 30日現在）
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四半期損益計算書
単位:千円

百分比 百分比 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 267,615 267,615 100.0 234,720 234,720 100.0 1,055,146 1,055,146 100.0

Ⅱ 194,708 194,708 72.8 118,509 118,509 50.5 633,243 633,243 60.0

72,907 27.2 116,210 49.5 421,902 40.0

Ⅲ 169,005 63.1 156,077 66.5 696,392 66.0

96,098 35.9 39,866 17.0 274,489 26.0

Ⅳ ※1 5,682 2.1 2,966 1.3 38,811 3.7

Ⅴ ※2 17,382 6.5 21,799 9.3 64,404 6.1

107,798 40.3 58,700 25.0 300,082 28.4

Ⅵ

投資有価証券評価損 73,699 － 59,861

本 社 移 転 費 用 － 73,699 27.5 － － 27,500 87,361 8.3

181,498 67.8 58,700 25.0 387,444 36.7

1,093 1,012 7,932

－ 1,093 0.4 － 1,012 0.4 36,994 44,926 4.3

182,592 68.2 59,713 25.4 432,370 41.0

－ 41,840 41,840

390,529 － －

573,121 17,872 390,529

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

前 期 繰 越 利 益

前 期 繰 越 損 失

未 処 理 損 失

特 別 損 失

金額 金額

第6期  第１四半期 第5期  第１四半期

自　平成 12年 7月  1日

至　平成 12年 9月30日

自　平成 13年 7月  1日

至　平成 13年 9月30日

前事業年度の要約損益計算書

金額

自　平成 12年 7月   1日

至　平成 13年 6月 30日

科　　目

期　　別

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 損 失
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株式会社インターネット総合研究所
(四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項)

第6期　第1四半期 第5期　第1四半期 前事業年度

自　平成13年7月  1日 自　平成12年7月  1日 自　平成12年7月  1日

至　平成13年9月30日 至　平成12年9月30日 至　平成13年6月30日

1 資産の評価基準 (1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券

及び評価方法 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法　 移動平均法による原価法　

②その他有価証券 ②その他有価証券 同左

　時価のあるもの： 　時価のあるもの：

第一四半期末時の市場価格 移動平均法による原価法　

等に基づく時価法（評価差 　時価のないもの：

額は全部資本直入法により 移動平均法による原価法　

処理し、売却原価は移動平

均法により算定している）

　時価のないもの：

移動平均法による原価法　

2 固定資産の減価 (1) 有形固定資産：定率法 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産：定率法

償却の方法 なお、建物については8～15年、 ･･･法人税法の規定に基づく定率 なお、建物については8～15年、

工具器具備品については3～10年 法を採用しております。 工具器具備品については3～10年

で償却しております。 で償却しております。

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

　定額法 ･･･法人税法に規定する定額法に 　定額法

ただし、自社利用ソフトウェア よっております。 ただし、ソフトウェアについて

については利用可能期間（５年） ただし、ソフトウェアについて は、ソフトウェアから組成され

に基づく定額法によっておりま は、ソフトウェアから組成され る販売用ソフトの販売見込期間

す。 る販売用ソフトの販売見込期間 で、毎期均等額を償却しており

で、毎期均等額を償却しており ます。

ます。なお、自社利用ソフト なお、自社利用ソフトウェアに

ウェアについては利用可能期間 ついては利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっておりま に基づく定額法によっておりま

す。 す。

3 リース取引の リース物件の所有権が借主に移

処理方法 転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ 同左 同左

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

4 その他四半期財 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理

務諸表作成のた 消費税等の会計処理は、税抜方 消費税等の会計処理は、税抜方

めの基本となる重 式によっております。なお、仮 同左 式によっております。

要な事項 払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の｢その

他」に含めて表示しておりま

す。

(2) 投資事業組合への出資金の (2) 投資事業組合への出資金の (2) 投資事業組合への出資金の

会計処理 会計処理 会計処理

組合契約に規定されている決算

報告日に応じて入手可能な最近 同左 同左

の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっ

ております。

期　　別

項　　目
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(表示方法の変更)

前期まで独立掲記しておりました以下の科目に

ついて、資産の総額の100分の5以下であるた

め、流動資産「その他」に含めて表示しており

ます。

前 払 費 用 22,758 千円

前期まで独立掲記しておりました以下の科目に

ついて、資産の総額の100分の5以下であるた

め、投資その他の資産「その他」に含めて表示

しております。

差 入 保 証 金 74,096 千円

長 期 預 金 32,000 千円

前期まで独立掲記しておりました以下の科目に

ついて、資産の総額の100分の5以下であるた

め、流動負債「その他」に含めて表示しており

ます。

未 払 金 35,981 千円

固定資産購入未払金 2,570 千円

第6期　第1四半期

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

四半期末残高

四半期末残高

四半期末残高

第5期　第1四半期

自　平成12年7月  1日

至　平成12年9月30日
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(追加情報)

(金融商品に係る会計基準について) (金融商品に係る会計基準について) (金融商品に係る会計基準について)

金融商品については、当四半期よりその他 金融商品については、当四半期より金融商 金融商品については、当事業年度より

有価証券のうち時価のあるものの評価の方 品に係る会計基準（「金融商品に係る会計 金融商品に係る会計基準（「金融商品

法について金融商品に係る会計基準（「金 基準の設定に関する意見書」（企業会計審 に係る会計基準の設定に関する意見書」

融商品に係る会計基準の設定に関する意見 議会　平成11年1月22日））を適用してお （企業会計審議会　平成11年1月22日))

書」（企業会計審議会　平成11年1月22日)) ります。 を適用しております。

を適用しております。 ただし、当四半期においては、その他有価 ただし、当事業年度においては、その他

この結果、その他有価証券評価差額金 証券については時価評価を行わず、原価法 有価証券については時価評価を行わず、

12,762千円、固定負債（繰延税金負債） を採用いたしました。なお、これによる損 原価法を採用いたしました。なお、これ

9,260千円が計上されております。 益への影響はありません。 による損益の影響はありません。

平成12年大蔵省令第10号附則第3項による 平成12年大蔵省令第8号附則第4項による

その他有価証券に係る四半期貸借対照表計 その他有価証券に係る四半期貸借対照表

上額等は、次のとおりであります。 計上額等は、次のとおりであります。

四半期 貸借 対照 表計 上額 310,491 千円 四 半 期 貸 借 対 照 表 計 上 額 467,178 千円

時 価 321,240 千円 時 価 519,218 千円

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 相 当 額

6,255 千円
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 相 当 額

30,156 千円

繰 延 税 金 負 債 相 当 額 4,492 千円 繰 延 税 金 負 債 相 当 額 21,882 千円

前事業年度

自　平成12年7月  1日

至　平成13年6月30日

第6期　第1四半期

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

第5期　第1四半期

自　平成12年7月  1日

至　平成12年9月30日
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株式会社インターネット総合研究所

(貸借対照表関係)

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額

17,952 千円 9,492 千円 13,786 千円

※2 投資事業組合への出資金の評価 ※2 投資事業組合への出資金の評価 ※2 投資事業組合への出資金の評価

投資事業組合への出資のうち 投資事業組合への出資のうち 投資事業組合への出資のうち489,962

483,807千円については、平成13年3 497,755千円については、平成12年3 千円については、平成13年3月31日現

月31日現在の組合決算報告書、 月31日現在の組合決算報告書、 在の組合決算報告書、97,852千円に

95,537千円については、平成13年6月 99,289千円については、平成12年6月 ついては、平成12年12月31日現在の

30日現在の組合決算報告書、 30日現在の中間組合決算報告書、 組合決算報告書、459,542千円につい

446,928千円については、平成13年6 480,112千円については、平成12年6 ては、平成12年12月31日現在の中間

月30日現在の中間組合決算報告書に 月30日現在の組合決算報告書に基づ 組合決算報告書に基づいて評価して

基づいて評価しております。 いて評価しております。 おります。

(損益計算書関係)

※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目 ※1 営業外収益の主要項目

受取利息 176 千円 受取利息 2,575 千円 受取利息 15,121 千円

受取業務手数料 5,242 千円 受取業務手数料 17,689 千円

受取配当金 1,005 千円

※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目 ※2 営業外費用の主要項目

組合損失 14,368 千円 支払利息 45 千円 支払利息 45 千円

組合損失 20,573 千円 営業権償却 7,997 千円

組合損失 54,134 千円

※3 減価償却実施額 ※3 減価償却実施額 ※3 減価償却実施額

有形固定資産 4,165 千円 有形固定資産 2,336 千円 有形固定資産 12,598 千円

無形固定資産 351 千円 無形固定資産 6,795 千円 無形固定資産 35,599 千円

前事業年度

至　平成13年6月30日

第6期　第1四半期

至　平成13年9月30日

第5期　第1四半期

至　平成12年9月30日
自　平成13年7月  1日 自　平成12年7月  1日 自　平成12年7月  1日

前事業年度

平成13年6月30日現在

第6期　第1四半期

平成13年9月30日現在

第5期　第1四半期

平成12年9月30日現在
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株式会社インターネット総合研究所

(リース取引関係)

ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると ﾘｰｽ物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ 認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ 認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ

(1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価 (1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価 (1)ﾘｰｽ物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び第1四半期末 償却累計額相当額及び第1四半期末 償却累計額相当額及び期末残高相

残高相当額 残高相当額 当額

単位:千円 単位:千円 単位:千円

有形固
定資産

無形固
定資産 合計

有形固
定資産

無形固
定資産 合計

有形固
定資産

無形固
定資産 合計

取 得 価 額
相 当 額 86,092 7,972 94,065

取 得 価 額
相 当 額 110,084 7,414 117,498

取 得 価 額
相 当 額 89,168 7,972 97,140

減 価 償 却
累計額相当額 46,981 3,534 50,516

減 価 償 却
累計額相当額 48,814 2,459 51,274

減 価 償 却
累計額相当額 45,863 3,125 48,989

期 末 残 高
相 当 額 39,110 4,438 43,549

期 末 残 高
相 当 額 61,270 4,954 66,224

期 末 残 高
相 当 額 43,304 4,846 48,151

(2)未経過ﾘｰｽ料第1四半期末残高相当額 (2)未経過ﾘｰｽ料第1四半期末残高相当額 (2)未経過ﾘｰｽ料期末残高相当額

1 年 内 19,869 千円 1 年 内 24,771 千円 1 年 内 20,757 千円

1 年 超 25,898 千円 1 年 超 43,834 千円 1 年 超 29,654 千円

合 計 45,768 千円 合 計 68,605 千円 合 計 50,411 千円

(3)支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 (3)支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額 (3)支払ﾘｰｽ料及び減価償却費相当額

　支払ﾘｰｽ料 6,255 千円 　支払ﾘｰｽ料 7,729 千円 　支払ﾘｰｽ料 29,648 千円

　減価償却費相当額 5,556 千円 　減価償却費相当額 6,837 千円 　減価償却費相当額 26,331 千円

　支払利息相当額 663 千円 　支払利息相当額 981 千円 　支払利息相当額 3,470 千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

ﾘｰｽ期間を耐用年数とし、残存価額 同左 同左

を零とする定額法によっておりま

す。

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法

ﾘｰｽ料総額とﾘｰｽ物件の取得価額相 同左 同左

当額の差額を利息相当額とし、各

期への配分方法は利息法によって

おります。

(有価証券関係)

当四半期会計期間、前四半期会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

第5期　第1四半期 前事業年度

自　平成12年7月  1日

至　平成13年6月30日

自　平成12年7月  1日

至　平成12年9月30日

第6期　第1四半期
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(重要な後発事象)

第6期　第1四半期

自　平成13年7月  1日

至　平成13年9月30日

子会社について当社、日本電気株式会社、 子会社について

松下電器産業株式会社との3社間において、 当社は、子会社である(株)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝ

以下の会社の設立に関し、平成12年11月2日 ﾄﾞ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞに対して平成13年7月30日

付にて、基本合意が成立いたしました。な および平成13年8月28日に、第三者割

お、設立新会社は、当社の子会社となりま 当の引受により追加出資いたしまし

す。 た。追加出資の内容は以下のとおりで

あります。

会 社 名 株)ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｴｸｽﾁｪﾝｼﾞ

資 本 金 100,000千円 平成13年7月30日実施分について

当 社 出 資 額 50,000千円(50.0%) 資 本 金 400,000千円

主 要 株 主 日本電気株式会社 当 社 出 資 額 285,000千円(83.8%)

松下電器産業株式会社 事 業 内 容 ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

事 業 内 容 ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞｻｰﾋﾞｽ、 ｺﾝﾃﾝﾂ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

およびｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ ｿﾘｭｰｼｮﾝ･ｴｸｽﾁｪﾝｼﾞｻｰﾋﾞｽ

等の付帯サービス

平成13年8月28日実施分について

資 本 金 3,000,000千円

当 社 出 資 額 969,350千円(43.5%)

事 業 内 容 同上

前事業年度

自　平成12年7月  1日

至　平成13年6月30日

第5期　第1四半期

自　平成12年7月  1日

至　平成12年9月30日

11


